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既存井戸情報収集と地下水
ポテンシャル図の作成・活用事例

応用地質 ( 株） 
○中村　杏理、山田　隆宏、細野　哲久、武地　遼平

福島県企画調整部土地・水調整課

1. はじめに
　近年、東日本大震災による長期避難者や
風評被害、災害時の断水等の問題を背景と
し、環境への安全に対する意識が高まって
いる。福島県では、地下水への不安払拭に
よるまちづくりや帰還の支援、風評払拭を目
的として、平成 25 ～ 27 年度の 3 ヶ年にお
いて地下水資源（水質・質量）を総括的に
把握し、その情報を県民や市町村・関係機
関に広く提供している。本件ではこの地下水
資源調査のうち、既存井戸情報収集と現地
調査結果、地下水ポテンシャル図の作成方
法について紹介する。

2. 既存井戸情報収集及び現地調査
　既存井戸の情報収集にあたり、過去に実
施した地下水資源調査や地質調査資料、国・
県・教育機関等の各種調査資料等を収集
し、既存井戸の分布状況等を整理した。ま
た、県内対象地域
（図−1）の市町
村との打合せによ
り収集した結果も
含め、各既存井
戸の数 量の集計
を行った。

（1）既存井戸情報収集
　収集した既存井戸の分布状況を図−2 に
示す。
　収集した井戸数は合計で 2,289（平成 25
年度：2,039、平成 26 年度：82、平成 27 年度：
168）であり、平野部を中心に全域に広く分
布する。
　図−2 に井戸深度の分布を併せて示した。
深度 30m 未満の井戸は全域で確認される
が、200m 以上の深井戸は主に南西部の盆
地、東部沿岸北部および南部に集中してい
る。この地域には地下水利用の工場が多く
分布しているため、局所的に深井戸が分布
する状況となっている。

(2) 現地調査
　既存調査成果や既存井戸の位置、地形、
地質および地下水利用状況等を考慮して、
収集した既存井戸から 500 箇所を選定し、
現地調査を行った。
　現地調査は、井戸構造や諸元の確認、
簡易水質検査（パックテスト等）および放射
能分析（室内分析）を行った（写真−1）。なお、
パックテストにおいて水道法に基づく水質基
準値（水質基準に関する厚生労働省令）が
超過した場合は再試験を行い、再び超過し
た場合には室内分析を実施した。現地調査
結果のうち、簡易水質検査および放射性物
質検査結果を表−1に示す。
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図 -2　資料等収集井戸位置図（深度別）

図 -1　調査対象地域位置図

写真 -1　簡易水質測定例
表 -1　簡易水質検査および放射性物質検査結果一覧
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　表−1より、電気伝導度、酸化還元電位
（ORP）および鉄は特徴がみられたものの、
その他調査項目で特筆すべき傾向はみられ
なかった。放射性物質は全箇所で不検出で
あり、平成 25 年度以降 3 ヶ年続けて不検
出となっている。
　なお、現地調査は井戸から直接原水を採
取しており、基準超過した箇所であっても、
水道等飲料水となる原水に関しては適切に
浄化処理され、水道基準に適合した状態で
供給されている。

3. 地下水利用ポテンシャル図
　地下水利用ポテンシャル図とは、対象地
域の地下水の利用のしやすさ（井戸揚水量
の期待値の目安）を図示したものであり、地
下水資源の賦存状況を推定し、視覚的・直
感的に把握できる図面として作成したもので
ある。
　図の作成にあたっては、対 象地域を
250m メッシュに区切り、表−2 に示す項目
ごとに評価点を設定したのち合計をポテン
シャルとして整理し、国土地理院発行の数
値地図に重ね合わせた。ポテンシャルは、
例えば傾斜の小さな箇所を開発のしやすい
地域とみた場合、傾斜の小さな箇所は点数
が高く、傾斜の大きな箇所は点数が低いも
のとして評価した。

　地下水利用ポテンシャル図を図−3※7に示す。
　地下水利用ポテンシャル図は広い地域を
一律の指標で評価したものであるため、地
域ごとのポテンシャル図や概況を併せて示
した。
　平成 27 年度は地下水利用ポテンシャル
図の補足として、集水面積図を作成した。
地下水利用ポテンシャル図は水を溜める器
としての能力を示した図であり、集水面積
図は器に流入する地下水の量を示した図で
ある。これら両方を重ねることで、より地
下水利用の期待値の高い場所を推察でき

る。公表している図では、地下水利用ポテ
ンシャル図は目安であり、実際の地下水開
発にあたっては事前に詳細な調査をするよ
う記載してある。

4. おわりに
　本件は 3 ヶ年に亘って調査を実施してき
たが、放射性物質が全箇所で不検出といっ
た安全性を示す結果となっている。現地調
査結果と併せて、地下水利用ポテンシャル図
が活用され今後の更なる復興に寄与すること
を望む。
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表 -2　地下水利用ポテンシャル図に使用したデータ

図 -3　地下水利用ポテンシャル図 ※7


